
国民健康保険事業勘定特別会計 
 

すべての国民が何らかの医療保険制度の対象となる国民皆保険体制が昭和３６年４月に確立されて以来、国民健

康保険は、地域医療の確保と住民の健康増進に大きく貢献し、極めて重要な役割を果たしている。 

しかしながら、国民健康保険を取り巻く状況は、加入構造上、高齢者や低所得者の占める割合が高く、他の医療

保険制度に比べ財政基盤が極めて脆弱な状態にある。このような状況のなか、国において国民皆保険を将来的に持

続させるために必要となる国民健康保険制度の改革が議論され、平成２５年１２月社会保障改革プログラム法が成

立、財政基盤の脆弱性・保険者間格差といった市町村国保が抱える構造的な課題に対する対応の方向性の整理と、

国保の運営における国・都道府県・市町村の適切な役割分担について検討が行われ、国保の運営を都道府県及び市

町村が共同で行うことを基本とし、医療保険制度における財政基盤の安定化、保険者負担の公平化を目的として、

平成２７年５月「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」が成立、平

成３０年４月から実施されることとなった。保険者は、今後の国保制度の抜本的改革にあわせ各種事業の整理・検

討を進めつつ、引き続き、効率的かつ安定的な制度運営が求められている。 

そのため、保険料の適正な賦課を行うと共に、保険料の収納率向上対策、医療給付の適正化、特定健康診査等保

健事業の充実、国・府支出金の確保等により、安定的な財政運営を図り、より一層健全財政を維持していくために

次の施策を講じた 
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資格給付管理業務                          

河内長野市国民健康保険に新規加入した場合や保険証の再発行等の届出があった場合に被保険者に対して、被

保険者証を３９，６１６件発行した。また、７０歳以上の被保険者に対して、高齢受給者証等を８，６０１件発

行した。さらに、６９歳以下の被保険者に対しては、被保険者からの申請により限度額適用認定証等を２，９６

０件発行した。 

 

  保険証 高齢受給者証 限度額認定証等 

区分 

 
 現役並み 

所得者 
７２８件 

ア ２２件 

一般  ３８，０５２件 イ １８件 

    
一般 ５，５９５件 

ウ ３８７件 

  
エ １，２１７件 

退職 １，５６４件 区分Ⅱ １，５３５件 
オ １，３１６件 

    区分Ⅰ ７４３件 

合計   ３９，６１６件   ８，６０１件   ２，９６０件 

 

賦課徴収事業                            

限られた財源の中で効率的かつ安定的な制度運営を行うため、保険料の適正な賦課を行うとともに、保険料の

収納率向上対策を実施した。 

 

１．保険料の適正賦課 

保険料は、国民健康保険事業において財源の根幹を成す重要な財源であり、加入者の公平負担に努めるとと

もに、適正な算定及び賦課を行った。 

【現年度分】                    【過年度分】 

 

２．保険料の軽減・減免 

政令に基づく保険料の軽減と非自発的失業者に対する軽減及び収入が減少した世帯等に対して減免を行った。 

※条例減免には災害・旧被扶養者減免を含む。 

 

３．保険料の収納率 

【現年度分】             【過年度分】                                     

 

 

 

 

区  分 調 定 額 

 

区  分 調 定 額 

一般被保険者分 ２，８００，４２１，３３５円 一般被保険者分 ４３８，０５３，４４０円 

退職被保険者等分 １８２，９４５，８２５円 退職被保険者等分 ４７，９０８，４７３円 

合  計 ２，９８３，３６７，１６０円 合  計 ４８５，９６１，９１３円 

 政 令 軽 減 非自発的失業軽減 条 例 減 免 

世帯数 １０，４５４世帯 ３７１世帯 １，２９７世帯 

金 額 ５３４，８５７，０８８円 ３４，９２７，３００円 ７７，６５１，９７０円 

区   分 収納率 

一般被保険者分 ９４．３９％ 

退職被保険者等分 ９６．７９％ 

合  計 ９４．５４％ 

区   分 収納率 

一般被保険者分 ２７．４２％ 

退職被保険者等分 １３．０２％ 

合  計 ２６．００％ 



４．収納率の向上対策 

年間事業計画等に基づき収納対策嘱託職員４名による日常的な電話催告や戸別訪問等を実施するほか、特別

収納対策として毎月一定期間、平日夜間の電話催告・戸別訪問の実施及び休日における臨時窓口開設等を実施

し、保険料滞納者に対する納付相談等を行うことにより滞納保険料の早期確保に努めた。 

また、加入世帯に対し市広報紙等により保険料の納期限内納付の徹底を周知するとともに、窓口での納付相

談時や文書送付等で口座振替による納付の勧奨を行った。さらに、被保険者証の更新時には滞納者との定期的

な接触の機会を確保するため、６ヶ月を期限とする短期被保険者証を交付することにより納付相談等を繰り返

し行った。また、滞納者の財産調査を行った上で納付資力の有無を判断し、納付資力を有する場合には財産差

押等の滞納処分を行った。 

   口座振替の状況                  コンビニエンスストアでの収納状況 

 

 

療養諸費                              

被保険者が保険医療機関で受診などした場合に、法律及び条例に基づく医療費の給付を行った。また、被保険

者が出産した場合や亡くなった場合に条例に基づき出産育児一時金や葬祭費の支給を行った。 

区    分 件 数（件） 費 用 額（円） 給付額（円） 

一般被保険者療養給付費 485,974  10,813,332,894 8,010,542,680 

一般被保険者療養費 20,400 190,611,692 139,879,700 

一般被保険者高額療養費 20,708   1,021,649,674 

退職被保険者等療養給付費等 26,323 539,839,581  433,551,274 

審査支払手数料 1,042,115    19,448,091  

出産育児一時金（１件：４０万４千円。ただ

し産科医療補償制度加入者には４２万円） 
 102    39,638,200 

葬祭費（１件：５万円） 180    9,000,000 

精神・結核医療給付金 11,422    16,195,726 

 

後期高齢者支援金                          

 平成２７年度の概算額と前々年度の精算額を調整した額を、後期高齢者支援金として社会保険診療報酬支払基

金に支払った。 

 平成２７年度の概算額は、加入者一人当たりの負担額５６，５３１円に加入者見込み人数を乗じた１，７４４，

２０７，４７４円であり、これに前々年度の概算額と確定額との差額としての精算額を調整し、後期高齢者支援

金として事務費を含めて１，６５１，３６８，４１６円を支払った。 

前期高齢者納付金                           

 平成２７年度の概算額と前々年度の精算額を調整した額を、前期高齢者納付金として社会保険診療報酬支払基

金に支払った。 

 平成２７年度の概算額は、加入者一人当たりの負担調整対象額６２円に加入者見込み人数を乗じた１，９１２，

９４８円であり、これに前々年度の概算額と確定額との差額としての精算額を調整し、前期高齢者納付金として

事務費を含めて１，１５０，３２１円を支払った。 

区   分 件数及び金額 

振替依頼件数 ５１，５６７件 

振 替 件 数     ５０，２１９件 

振 替 金 額 １，０１２，１０３，６６０円  

区   分 件数及び金額 

取扱件数 ４２，６７５件 

取扱金額 ６９２，６７２，５６０円      



老人保健事務費拠出金                           

 平成２７年度は、加入者一人当たりの負担額１．４円に加入者見込み人数を乗じた５７，０４１円を老人保健

事務費拠出金として社会保険診療報酬支払基金に支払った。 

介護納付金                             

 平成２７年度の概算額と前々年度の精算額を調整した額を、介護納付金として社会保険診療報酬支払基金に支

払った。 

 平成２７年度の概算額は、第２号被保険者一人当たりの負担額６２，１２０円に第２号被保険者見込み人数を

乗じた６１８，７１５，２００円であり、これに前々年度の概算額と確定額との差額としての精算額を調整し、

介護納付金として５６８，１３７，３４６円を支払った。 

高額医療費共同事業拠出金                      

 高額な医療費の発生による国保財政への急激な影響を緩和し、国民健康保険の運営基盤の安定化等を図るため、

府内市町村国民健康保険からの拠出金を財源に、レセプト１件が８０万円を超える医療費について、都道府県単

位で費用負担を調整するものとして、大阪府国民健康保険団体連合会に対して高額医療費共同事業医療費拠出金

２８９，０６２，９７８円を支払った。 

保険財政共同安定化事業拠出金                    

都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化や財政の安定化を図るため、１件８０万円以下の部分について、

都道府県単位で費用負担を調整するものとして、大阪府国民健康保険団体連合会に対して保険財政共同安定化事

業医療費拠出金２，９７７，４２９，６１６円を支払った。 

疾病予防事業                               

  １. 特定健康診査・特定保健指導の実施 

生活習慣病予防のため、特定健康診査を実施し、特定健康診査の結果から、生活習慣の改善の必要性に応

じて階層化（選別）を行い、積極的支援・動機付け支援が必要な対象者に対して利用券を送付し特定保健指

導を実施した。 

① 特定健康診査 

特定健康診査受診対象者２４，４９８人に受診券を送付し、９，３６２人が受診した。 

② 特定保健指導 

対象者に対して、保健師・管理栄養士による特定健康診査の結果説明や、生活習慣改善のための栄養指

導・運動指導を行った。また未利用者には電話勧奨を行った。 

 積極的支援 動機付け支援 計 

対象者数（人） １４６ ５８３ ７２９ 

初回面接実施者数（人） １３ １３１ １４４ 

保健指導実施者数（人） １０ ９５ １０５ 

 

  ２.特定健診・特定保健指導未受診者等対策及び早期介入事業の実施 

特定健康診査の未受診者に対して、未受診理由の聞き取りと、今年度の受診率向上を図るため１５，９２

７人に健診案内の実施を行った。また、電話による受診勧奨と未受診理由等の聞き取りを行い、個々の未受

診理由に応じたアプローチを行った(架電件数４，６２３件)。 

また、早期介入事業として、特定健診受診者のうち、動機づけ支援、積極的支援レベルにならなかった人

のうち希望者８３人にヘルスアップ教室を実施した。 



  ３. 人間ドック補助事業 

療養給付費等が年々増嵩している中で、疾病の重症化及び長期化対策とし、早期発見・早期治療を目的と

した総合健康診断（人間ドック）の受診啓発を行い、健康管理への関心を高め被保険者の健康の保持増進を

図った。 

 

受診機関名 
青山第二 

病  院 

寺   元 

記念病院 

富田林 

病 院 
ＰＬ病院 

ベル 

クリニック 

みどり健康 

管理センタ－ 
計 

受診者数 

（再掲・頭部 

検査受診者数） 

男 
 18 人 

（11） 

70 人 

（22） 

43 人 

（19） 

165 人 

（75） 

31 人 

（1） 

 4 人 

（頭部検査 

 実施なし） 

331 人 

（128） 

女 
 6 人 

（6） 

39 人 

（15） 

36 人 

（6） 

137 人 

（17） 

37 人 

（0） 

 2 人 

（頭部検査 

 実施なし） 

 257 人 

（44） 

 

  ４．保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定 

    国民健康保険被保険者の健康保持増進や重症化予防に努めるため、特定健康診査結果データ及びレセプト

データ等を活用しながら、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を実施するための保健事

業実施計画（データヘルス計画）を策定した。 

 

保健事業                                

 １. 健康管理対策 

被保険者に対し、国民健康保険制度の趣旨・内容をはじめ国民健康保険事業全般にわたっての知識の啓発

と健康管理対策として、加入全世帯を対象に年６回の医療費通知及び国民健康保険制度パンフレット等の配

付を実施した。 

①医療費通知   総通知件数  86,089 件 

②パンフレットの作成及び配付 

題        目 作 成 部 数 

国保で元気   27,000 部 

知って防ごうエイズ   18,000 部 

保険証様式変更周知リーフレット   18,000 部 

 

２.ジェネリック医薬品変更差額通知事業の実施 

生活習慣病などの疾病により定期的に服薬している被保険者のうち、ジェネリック医薬品に変更すること

で自己負担額を１００円以上削減できる者に対し、変更による差額通知書を年３回送付し、ジェネリック医

薬品の啓発と給付費の削減に努めた。 

送付延べ件数 ４，８０１件 

 


